
分析ツール【簡易版】

解説書

・経済波及効果分析に馴染みのない方を対象に、分析ツール【簡易版】の解説書を
作成しました。分析ツールと一緒にご確認ください。
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１．経済波及効果とは

 ある産業に新たな需要が発生すると、その需要を生産するための活動が拡大します。
 生産を行うには原材料などが必要となるため、他の産業にも次々と影響を及ぼします。
 この過程を経済波及効果と呼びます。

【パンの需要が100円増加した場合の経済波及効果イメージ】

100円

20円

60円

パン100円

小麦粉60円

小麦20円

合計180円

生産額の総額

経済波及効果
(生産誘発)

小麦粉

60円

20円

小麦
100円

パンの需要が発生
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２．経済波及効果の分析手順

１）新規需要の想定

２）資料の収集、調査の実施

３）部門分類との対応整理 運輸業

飲食サービス業

宿泊業

建設業

W 円

Y 円
Z 円

X 円

新規需要額の推計（設定）に必要な情報を収集
・分析対象に関する資料
・類似事例の資料
・関連する論文
・ヒアリング調査、アンケート調査 など

・誰が、何に消費することを想定するのか。
・どの範囲までを対象とするべきか。

・想定する新規需要の項目ごとに、波及効果分析に利用する
産業連関表（分析ツール）の部門分類との対応を整理。

参加者 主催者
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３．分析ツール【簡易版】の使い方

名古屋市内に新規需要（消費や投資）が発生した場合に、各産業にどの程度の
経済効果を及ぼすか分析することができます。

＜使い方＞
① 「利用の手引き」、「産業・品目例示」を確認し、新規需要額を推計してください。
② 「入力・結果」シートの に新規需要額（消費額や投資額）を百万円単位で

産業別に入力してください。
③ 「入力・結果」シート及び「経済波及効果フロー」シートに結果が表示されます。

① ③②

産業計

1 農林漁業

2 鉱業

3 飲食料品

4 繊維製品

5 パルプ・紙・木製品

新規需要額

入力・結果

100

100

部門名

産業・品目例示

新規需要
１００

（百万円）

農林漁業に
100
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４． 分析ツール【簡易版】を使った分析例

＜分析内容＞

・名古屋市内で国際的なイベントの開催が決定し、会場の建設や各国報道陣

プレスセンター等の建設需要が10億円(1,000百万円)増加した場合、

本市経済に与える影響はどの程度か推計する。

建設部門 1,000百万円 の需要増加
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４．１ 新規需要の部門分類の確認

＜産業・品目例示＞を
確認し、新規需要を産
業連関表の部門に振り
分ける

分析ツール【簡易版】 シート＜産業・品目例示＞

会場の建設やプレスセ
ンターの建設は、
「２１ 建設」部門該当
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（単位：百万円、人）

総合効果

雇用者所得
誘発額

産業計 産業計 1,352 662 371 113

1 農林漁業 1 農林漁業 0 0 0 0

2 鉱業 2 鉱業 0 0 0 0

3 飲食料品 3 飲食料品 1 0 0 0

4 繊維製品 4 繊維製品 0 0 0 0

5 パルプ・紙・木製品 5 パルプ・紙・木製品 0 0 0 0

6 化学製品 6 化学製品 0 0 0 0

7 石油・石炭製品 7 石油・石炭製品 0 0 0 0

8 プラスチック・ゴム製品 8 プラスチック・ゴム製品 1 0 0 0

9 窯業・土石製品 9 窯業・土石製品 3 1 1 0

10 鉄鋼 10 鉄鋼 1 0 0 0

11 非鉄金属 11 非鉄金属 0 0 0 0

12 金属製品 12 金属製品 8 3 2 1

13 はん用機械 13 はん用機械 0 0 0 0

14 生産用機械 14 生産用機械 0 0 0 0

15 業務用機械 15 業務用機械 0 0 0 0

16 電子部品 16 電子部品 0 0 0 0

17 電気機械 17 電気機械 1 0 0 0

18 情報通信機器 18 情報通信機器 0 0 0 0

19 輸送機械 19 輸送機械 0 0 0 0

20 その他の製造工業製品 20 その他の製造工業製品 1 0 0 0

21 建設 21 建設 1,000 448 287 90

22 電力・ガス・熱供給 22 電力・ガス・熱供給 11 4 1 0

入力・結果

1,000

部門名

1,000

就業誘発数生産誘発額
新規需要額

粗付加価値
誘発額

部門名

建設部門1,000百万円
の需要増加

４．２ 新規需要額の入力作業

手順（１）
「21 建設」に

「1,000」を入力

手順（２）
入力した合計チェック

「1,000」OK!

分析ツール【簡易版】 シート＜入力・結果＞
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34 対事業所サービス 34 対事業所サービス 81 49 24 8

35 対個人サービス 35 対個人サービス 17 8 4 3

36 事務用品 36 事務用品 1 0 0 0

37 分類不明 37 分類不明 9 4 0 0

38 本社 38 本社 16 10 6 1

雇用者所得

誘発額

総合効果 1,352 662 371 113

直接効果 1,000 447 287 90

第一次間接波及効果 221 131 58 15

第二次間接波及効果 131 84 26 8

新規需要額計 1,000

粗付加価値
誘発額

生産誘発額 就業誘発数

19 輸送機械 19 輸送機械 0 0 0 0

20 その他の製造工業製品 20 その他の製造工業製品 1 0 0 0

21 建設 21 建設 1,000 448 287 90

22 電力・ガス・熱供給 22 電力・ガス・熱供給 11 4 1 0

23 水道 23 水道 2 1 0 0

24 廃棄物処理 24 廃棄物処理 2 1 1 0

25 商業 25 商業 68 47 23 5

1,000

（単位：百万円、人）

総合効果

雇用者所得
誘発額

産業計 産業計 1,352 662 371 113

1 農林漁業 1 農林漁業 0 0 0 0

2 鉱業 2 鉱業 0 0 0 0

3 飲食料品 3 飲食料品 1 0 0 0

4 繊維製品 4 繊維製品 0 0 0 0

入力・結果

1,000

部門名
就業誘発数生産誘発額

新規需要額
粗付加価値

誘発額

部門名

４．３ 経済波及効果（結果）の確認

分析ツール【簡易版】 シート＜入力・結果＞

生産誘発額
・新規需要によって誘発される生産額

手順（３）
経済波及効果

結果出力（産業別）の確認

手順（４）
経済波及効果

結果出力（総括）の確認

粗付加価値誘発額
・新規需要によって誘発される粗付加価
値額

・生産活動によって生み出された付加価
値企業利益（人件費・減価償却費含
む）に近いものである

雇用者所得誘発額
・新規需要によって誘発される雇用者所
得額。雇用者に労働の報酬として支払
われる現金など

就業誘発数
・新規需要によって誘発される生産を行う
ために必要な労働量
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４．４ 経済波及効果（経済波及効果フロー）の確認

分析ツール【簡易版】 シート＜経済波及効果フロー①＞

・新規需要の発生から、第二次間接波及効果に至る
波及効果の流れと推計結果が確認できます。

手順(５)
経済波及効果フロー① の確認

新規需要の発生

↓

直接効果

↓

第一次間接波及効果

↓

第二次間接波及効果

市内で新たに発生した需要額

実際の投資額・消費額そのもの
の効果（生産額増加分）

新たな生産（直接効果）に伴い、
ある産業が原材料を他の産業から
購入することによって誘発される生
産額

直接効果と第一次間接波及効
果で誘発された生産額の一部が
雇用者所得となる。
増加した所得で新たな消費・波及
効果が生み出される。
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４．４ 経済波及効果（経済波及効果フロー）の確認

・新規需要の発生から、
第二次間接波及効果に
至る波及効果について、
産業部門分類別に波及
効果の大きさを確認できま
す。

手順（６）
経済波及効果

経済波及効果フロー②
の確認

分析ツール【簡易版】 シート＜経済波及効果フロー②＞

新規需要額 →  直接効果 → 第一次間接波及効果 → 第二次間接波及効果
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・分析ツール簡易版では、入力する新規需要はすべて市内需要であるとみなしてい
ますので、新規需要は直接効果と同じ（自給率を100％）と仮定しています。

・自給率などの条件を変更される場合は、分析ツール詳細版を使用してください。

・産業連関分析は、分析手法によって結果が変わることがあります。
推計される方の責任においてご使用ください。

・その他前提条件の詳細は「利用の手引き」シートを参照してください。

５ 留意点


